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指定避難所への自立・分散型エネルギー設備導入に係る調査業務委託 

公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 概要 

（１）業務の名称 

指定避難所への自立・分散型エネルギー設備導入に係る調査業務委託 

（２）業務の目的 

那須塩原市では、「那須野が原グリーンプロジェクト」として、再生可能エネルギー

の活用、施設・設備の省エネルギー化、気候変動への適応など「持続可能なまち」の

構築に向けた取組を推進している。 

本事業は、「那須野が原グリーンプロジェクト」の一環として、地域の再生可能エネ

ルギーを地域で活用するとともに、災害対応力の向上を図るため、指定避難所となっ

ている３施設において、平時に自家消費することが可能で、かつ災害時に自立的に稼

働する機能を有する再生可能エネルギー設備等の導入に向けて必要な調査や基本設計

を行うものである。 

（３）業務の内容 

別紙仕様書に記載のとおり 

（４）履行期間 

契約日の翌日から令和４年１月７日まで 

（５）提案上限額 

１０，０００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

（６）担当部局及び書類提出先等 

那須塩原市気候変動対策局 担当：向井 

〒３２５－８５０１ 栃木県那須塩原市共墾社１０８番地２ 

電話：０２８７－７３－５６５１ ＦＡＸ：０２８７－６２－７５００ 

e-mail：nccac@city.nasushiobara.lg.jp 

 

２ 参加者の資格要件 

プロポーザルに参加する者は、次に掲げる要件を全て満たしていること。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない

こと。 

（２）那須塩原市の入札参加資格を有すること。 

ただし、参加申請書提出日までに那須塩原市入札参加資格の取得が間に合わない場
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合は、企画提案書提出日までに入札参加資格を取得すること。 

（３）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始又は会社更生

法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立てがなされた者（こ

れら手続開始の決定後、那須塩原市の入札参加資格の認定を受けた者を除く。）でない

こと。 

（４）那須塩原市建設工事等指名停止基準（平成１７年那須塩原市告示第１４３号）の規

定による指名停止を受けていないこと。 

（５）那須塩原市暴力団排除条例（平成２４年条例第３号）第２条第４号又は同条第５号

の規定に該当しないものであること。 

 

３ 公募型プロポーザルの手続き等 

（１）プロポーザルの日程 

  ア 事業公募開始     令和３年 ６月２２日（火） 

  イ 参加申請書提出期限  令和３年 ７月 ５日（月）午後５時まで 

  ウ 質疑書提出期限    令和３年 ７月 ５日（月）午後５時まで 

  エ 質疑回答       令和３年 ７月 ６日（火） 

  オ 企画提案書提出期限  令和３年 ７月１９日（月）午後５時まで 

  カ 能力評価結果通知   令和３年 ７月２７日（火） 

  キ プレゼンテーション  令和３年 ７月２９日（木）（予定） 

  ク 審査結果通知     令和３年 ７月３０日（金） 

（２）参加申請書の提出 

本件に参加する場合は、参加申請書（様式第１号）に必要事項を記入し、代表者印を押 

印の上、以下のとおり提出すること。 

なお、参加申請書提出者に対し、資格確認結果等の通知は行わない。ただし、資格要件 

を満たさないと判断した者については、個別に通知する。 

ア 提出期限 令和３年７月５日（月）午後５時まで（必着） 

イ 提出書類 ①参加申請書 代表者印を押印したもの１部  

       ②会社の概要がわかるパンフレット等（様式自由）１部 

ウ 提出方法 持参又は郵送による。なお、持参する場合は、事前に来庁日時を連絡す

ること。また、郵送の場合は提出期限に必着とし、書留その他の到達を

確認できる方法に限る。 

エ 提出先  １（６）に同じ。 
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オ 参加辞退 参加表明後、都合により辞退する場合には、速やかに辞退届（様式第２

号）を提出すること。なお、辞退届の提出期限は、企画提案書提出期限

と同日とする。 

（３）質疑 

本件に関し質疑がある場合は、質疑書（様式第３号）により受け付ける。 

ア 提出期限 令和３年７月５日（月）午後５時まで（必着） 

イ 提出先  １（６）に同じ。 

ウ 提出方法 電子メール 

質疑書を添付し送付すること。なお、質疑書を提出した場合は、電話によ 

り到着の確認を行うこと。また、電子メールの件名は次のとおりとするこ 

と。ただし、参加者名称は略称でも可とする。 

件名：自立・分散型エネルギー設備調査：＋ 

送信年月日[yyyymmdd] ＋（参加者名称） 

【例】株式会社△△△△が令和３年７月１日に質疑書を送付した場合 

自立・分散型エネルギー設備調査：20210701株式会社△△△△ 

エ 質疑への回答 

質疑への回答は、参加申請を行った者全員に、回答書を添付した電子メー 

ルを返信する。ただし、質問内容により事業者選定の公平性を保てないと 

判断された場合は、回答を行わないことがある。 

オ 質疑回答予定日 令和３年７月６日（火） 

（４）企画提案書等の提出 

ア 提出期限 令和３年７月１９日（月）午後５時まで（必着） 

イ 提出書類 

① 履行実績等（様式第４号） 

履行実績等の添付書類については、すべて片面印刷とし、可能な限りＡ４サイズと

すること。ただし、やむを得ずＡ３サイズとする場合は、片袖折りをしてＡ４サイ

ズにあわせること。 

② 業務実施体制図（様式第５号） 

③ 企画提案書（様式第６号） 

企画提案書については、すべて片面印刷とし、Ａ４用紙２０枚以内とする。 

④ 見積書及び内訳書（任意様式） 

ウ 提出部数 正本１部 副本７部 



4 

 

エ 提出方法 持参又は郵送による。なお、持参する場合は、事前に来庁日時を連絡す 

ること。また、郵送の場合は提出期限に必着とし、書留その他の到達を 

確認できる方法に限る。 

オ 提出先  １（６）に同じ。 

 

４ 評価方法等 

（１）評価基準 

   別表「評価基準」のとおり 

（２）評価方法 

評価基準により能力評価、提案評価及び価格評価を行い、それぞれの評価点の合計が 

最も高い者を契約候補者として選定する。なお、同点となった者が複数あった場合は、 

提案評価の評価点がより高い者を契約候補者として選定する。 

提案評価については、「指定避難所への自立・分散型エネルギー設備導入に係る調査 

   業務委託に係るプロポーザル選定委員会」による評価を行い、選定委員の評価点の平均 

を提案評価の点数とする。 

能力評価、提案評価それぞれについて、配点の５割を基準点とし、能力評価、提案 

評価の点数のどちらか一方でも基準点に満たなかった提案者は選定の対象としない。 

参加申請者が４者以上のときは、事前に能力評価による１次選考を行い、その評価点 

   が上位の３者において提案評価（プレゼンテーション）及び価格評価による２次選考を 

行う。なお、同点となった者が複数あった場合は、それらの者すべてについて提案評価 

及び価格評価を行う。 

 １次選考の結果は、令和３年７月２７日（火）までに電子メールにより通知する。 

（３）提案評価 

ア 開催日  令和３年７月２９日（木）を予定 

         提案者ごとの集合時間・場所等については、別途通知する。 

イ 時間   提案者ごとの時間は、３０分（プレゼンテーション２０分、質疑応答１

０分）とする。 

準備に要する時間は、別途確保する。 

ウ 参加人数 参加人数は、３人以内とする。なお、本業務において予定している主担 

当者は必ず出席すること。 

エ 注意事項 

① 時間でのプレゼンテーションを予定しているため、時間内に実施すること。なお、 
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発表の順番等については、提案者と協議することなく、市が決定する。 

② プレゼンテーションは事前に提出した資料をもとに行うこと。なお、事前に提出 

した企画提案書以外に資料を配布すること（差替えを含む。）は認めない。 

③ プレゼンテーションに当たり、市が用意するプロジェクタ及びスクリーンを使用 

することができる。この場合において、必要となるノートパソコン等については、 

当日持参することとし、プロジェクタについても持参を可とする。 

        ④ プレゼンテーションに参加する者は、新型コロナウイルス感染症感染予防対策を

実施のうえ来庁すること。なお、新型コロナウイルス感染症の状況によっては、プ

レゼンテーションを実施しないこともある。なお、その場合には提出された企画提

案書により審査を実施する。 

 

（４）結果通知 

評価結果は、令和３年７月３０日（金）に書面による通知を発送する。同日に通知

を発送できない場合は、電子メール等により別途連絡する。 

 

５ 契約の締結 

契約候補者の選定後、被選定者と仕様書及び企画提案書の内容により提出された見積書

記載額で契約を行う。ただし、選定後契約締結前に契約内容について協議を行うことがあ

る。協議の結果、契約に至らなかったときは、審査において次順位であった者を新たに契

約候補者とし、協議を行う。 

 

６ その他 

（１） 本業務は、環境省「地域レジリエンス・脱炭素化自立分散型エネルギー設備等導入事 

業化調査・計画策定事業」補助金の活用を想定しており、補助金の交付に至らなかった 

場合には、事業化しないことがある。 

     なお、補助金の選考結果の時期は７月上旬、交付決定の時期は７月下旬予定となって 

いる。 

（２） 企画提案書の提出後、提案者が２（１）～（５）に該当しなくなったとき、提出した 

書類に虚偽の記載があったときその他本実施要領等に違反したときは、当該提案者の提 

案は無効とする。 

（３） 企画提案書の記述は、職員が補足説明を要せず理解できる内容とすること。 

（４） 企画提案書に記載した内容は、本業務における実施義務を提案者が提示したものとす

る。 
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（５） 企画提案に係る一切の費用は、提案者の負担とする。 

（６） 提出された資料は返却しない。 

（７） 審査方法、審査内容及び審査結果に対する異議は認めない。 

（８） 本プロポーザルは、随意契約の優先交渉者を選定するものであり、契約の締結を担保 

するものではない。 


